
財　政　の　あ　ら　ま　し
 

平成 25 年 ６ 月
大　阪　市

財政のあらましは、予算・決算など市の財政事情を市民のみなさまにお伝えするものです。
毎年６月１日と12月１日の年２回公表しています。

今回の平成25年６月１日公表分では、平成25年度当初予算の概要と平成24年度下半期（平成
24年10月1日から平成25年３月31日まで）の財政運営の状況についてお伝えします。

大阪市公報号外第６号附録 

平成 25年 ６ 月１日 
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大阪市の予算について説明します。

一般会計 

１兆6,700億円 

（44.3%） 

政令等特別会計 

6,893億円 

（18.3%） 

公営・準公営 

企業会計 

5,815億円 

（15.4%） 

公債費会計 

 8,317億円 

（22.0%） 

総額 

３兆7,725億円 

［対前年度］ 

△1.6％ 

 第１ 平成２５年度当初予算の概要 

 Ⅰ 全会計予算の状況 

◆一般会計 

 市税を主な財源とし、福

祉、教育、道路・公園の整備

など市政の基本的な施策にか

かる会計です。 

 

◆公営･準公営企業会計について 

 地下鉄、水道、病院事業など、民間企業のように

サービスを受ける方の料金を基本に運営している会計

です。 

 大阪市には５つの公営企業会計と３つの準公営企業

会計があります。 

 

《公営企業会計》    《準公営企業会計》 

 ・自動車運送事業会計  ・中央卸売市場事業会計 

  181億円        147億円 

 ・高速鉄道事業会計   ・港営事業会計 

  2,271億円       298億円 

 ・水道事業会計     ・下水道事業会計 

  910億円        1,457億円 

 ・工業用水道事業会計   

  26億円         

 ・市民病院事業会計 

  525億円 

 

◆政令等特別会計について 

 特定の収入（保険料など）によって、まかなわれて

いる事業について、一般会計と区別して経理する会計

です。 

 大阪市には10の政令等特別会計があります。 

 

・食肉市場事業会計   ・母子寡婦福祉貸付資金会計 

 22億円         5億円 

・市街地再開発事業会計 ・国民健康保険事業会計 

 203億円        3,359億円 

・駐車場事業会計    ・心身障害者扶養共済事業会計 

 14億円         5億円 

・有料道路事業会計   ・介護保険事業会計 

 5億円           2,173億円 

・土地先行取得事業会計 ・後期高齢者医療事業会計 

 827億円        280億円 

◆公債費会計 

 市債の発行や元金・利

子の支払いを一括して経

理する会計です。 

対前年度 

＋0.3% 

対前年度 

△2.5% 

対前年度 

△8.3% 

対前年度 

＋3.8% 

！はじめに！ 
 
◆予算とは？？ 

 １年間（４月から翌年３月まで）

における収入と支出の見積りのこと

です。 

 予算を見れば、１年間に大阪市に

どのような収入があり、何に使って

いるのかが分かります。 
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収入には、市税のほか国や府から交付されるお金や借入金があります。

 Ⅱ 一般会計の収入(歳入) 

市税 

6,219億円 

（37.2%） 

地方特例交付金 

20億円 

（0.1%） 

地方交付税 

450億円 

（2.7%） 

譲与税・交付金 

596億円 

（3.6%） 

国・府支出金 

4,044億円 

（24.2%） 

公債収入 

1,330億円 

（8.0%） 

その他 

4,041億円 

（24.2%） 

歳入の内訳 

１兆6,700億円 

［対前年度］ 

＋0.3％ 

《内訳》 

 ・個人市民税･･･1,338億円 

 ・法人市民税･･･1,084億円 

 ・固定資産税・都市計画税 

 ････3,204億円 

 ・その他の税･････593億円 

・公共施設整備などの市債･･･503億円 

・臨時財政対策債･･･････････827億円 

《内訳》 

 ・繰入金(基金等)･･･1,877億円 

 ・使用料・手数料‥･･615億円 

 ・諸収入など･･････1,549億円 

 

◆通常収支不足の対応のため、補て

ん財源を346億円（不用地等売却

代242億円・財政調整基金繰入金

104億円）計上しています。 

！ 公債収入って何？ ！ 

 

 

 大阪市債を買ってもらって得たお金のことを公債収

入といいます。 

 大阪市債とは、たとえば大阪市が学校や道路・公園

などの身近な公共施設の整備や、公共施設のバリアフ

リー化のためにエレベータを設置したりするのに必要

なお金の一部を、将来の世代にも負担してもらうため

に発行する債券のことです。 

 しかし、市債の発行で得た公債収入は市の借金とな

るので、将来の返済額を考慮しながら発行額を慎重に

検討しています。 

用 語 説 明 

 

◆国・府支出金 

 国や府から大阪市にわたされるお金のうち、使い道が 

 決められているお金です。 

◆譲与税・交付金 

 国や府が集めた税金の一定割合が配分されるお金です。 

◆地方交付税 

 所得税や法人税などの国税のうち、一定の割合の税金等 

 が地方公共団体の財政状況に応じて交付されるお金です。 

◆臨時財政対策債 

 国が地方交付税として交付するお金が足りない分を、 

 市が代わりに借り入れるお金です。 

◆通常収支不足 

 不用地等売却代や財政調整基金といった補てん財源を 

 除いた収支が不足していることです。 

◆財政調整基金 

 不況による大幅な税収の減や災害の発生による予期し 

 ない経費の支出などに備えて積み立てている貯金です。 
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性質別の支出では、人件費や扶助費など、性質ごとにどれだけの費用が必要となるか分かります。

人件費 

2,149億円 

（12.9%） 

扶助費 

5,161億円 

（30.9%） 

公債費 

2,397億円 

（14.4%） 

経常的施策経費 

及び管理費 

1,376億円 

（8.2%） 

特別会計 

繰出金等  

2,843億円 

（17.0%） 

投資的・ 

臨時的経費 

2,774億円 

（16.6%） 

【性 質 別】 

歳出の内訳 

１兆6,700億円 

［対前年度］ 

＋0.3％ 

性質別 
 

用 語 説 明 
 

◆人件費 

 職員の給料や退職金などの費用です。 

◆扶助費 

 生活保護など、主に福祉・保健・医療に必要 

 な費用です。 

◆公債費 

 市債の元金や利子の支払いに必要な費用です。 

◆経常的施策経費及び管理費 

 区民センターなど市民利用施設の管理運営や 

 事務経費に必要な費用です。 

◆特別会計繰出金等 

 一般会計から、政令等特別会計などに対して 

 支出する費用です。 

◆投資的・臨時的経費 

 区民センターなど市民利用施設や学校・道路 

 などの整備に必要な費用です。 

福祉費 

5,204億円 

（31.2%） 

こども青少年費 

1,658億円 

（9.9%） 経済戦略費 

1,579億円 

（9.4%） 

建設費 

901億円 

（5.4%） 

教育費 

814億円 

（4.9%） 

都市整備費 

711億円 

（4.3%） 

総務費 

831億円 

（5.0%） 

公債費 

2,397億円 

（14.3%） 

その他 

1,050億円 

（6.3%） 

【目 的 別】 

歳出の内訳 

１兆6,700億円 

［対前年度］ 

＋0.3％ 

 
用 語 説 明 

 

◆福祉費 

 高齢者や障がい者の保健福祉や生活保護などに必 

 要な費用です。 

◆こども青少年費 

 子育て支援や母子等の保健福祉などに必要な費用 

 です。 

◆経済戦略費 

 観光、産業経済、文化･スポーツ振興などに必要 

 な費用です。 

◆建設費 

 道路･橋梁･公園･河川等の整備などに必要な費用 

 です。 

◆教育費 

 学校や図書館の運営などに必要な費用です。 

◆都市整備費 

 市営住宅の建設･管理などに必要な費用です。 

目的別 

 Ⅲ 一般会計の支出(歳出) 

目的別の支出では、福祉や子育てなど、目的ごとにどれだけの費用が必要となるか分かります。 

内　　訳 構成比
環境費 383 億円 2.3%
消防費 379 億円 2.3%
健康費 356 億円 2.1%
公営企業費 169 億円 1.0%
港湾費 132 億円 0.8%
都市計画費 107 億円 0.6%
議会費 29 億円 0.2%

予算額
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一般会計の予算を市民一人あたりに換算すると約62万円となります。

市民生活の向上や地域経済の活性化などいろいろな施策に取り組んでいます。

※市民一人あたりの予算額は、千円単位の一般会計予算額と平成25年３月１日現在の本市推計人口
（2,677,780人）を用いて算定しています。

 Ⅳ 市民一人あたりにすると？？ 

1,050億円(39,194円) 

2,397億円(89,520円) 

831億円(31,032円) 

29億円(1,088円) 

107億円(3,993円) 

132億円(4,909円)  

169億円(6,322円) 

356億円(13,291円) 

379億円(14,160円)  

383億円(14,305円)  

711億円(26,540円)  

814億円(30,405円)  

901億円(33,658円)  

1,579億円(58,968円) 

1,658億円(61,910円)  

5,204億円 

(194,338円) 

その他  

市債の元金及び利子支払に 

  

行政の運営に 

  

議会の運営に 

  

統計調査や建築指導などに 

  

港の整備・運営などに 

  

地下鉄事業などに 

  

保健衛生（予防接種など）に 

  

火災予防や消火・救助・救急活動などに 

  

環境対策やごみの収集・焼却・埋立などに 

  

市営住宅の建設・管理などに 

  

学校や図書館の運営などに 

  

道路・橋梁・公園・河川等の整備などに 

  

観光、産業経済、文化・スポーツ振興などに 

  

子育て支援や母子等の保健福祉などに 

  

高齢者や障がい者の保健福祉や生活保護などに 

  

支出の内訳（目的別） 

◆一般会計予算額     ◆市民一人あたりの予算額 
 

  １兆6,700億円       623,633円 

※( )は市民一人あたりの予算額 

換算 

（福祉費） 

（こども青少年費） 

（経済戦略費） 

（建設費） 

（教育費） 

（都市整備費） 

（環境費） 

（消防費） 

（健康費） 

（公営企業費） 

（港湾費） 

（都市計画費） 

（議会費） 

（総務費） 

（公債費） 
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平成25年度予算では、活力ある大阪の実現に向けた次のような政策を進めます。

大阪市 指定都市 

 Ⅴ 主な事業と施策 

  

 現役世代への重点投資 ～こども・教育・雇用～ 
  社会を支える現役世代が十分に力を発揮できる環境をつくります 

●待機児童対策 
・認可保育所等の整備の促進…入所枠1,920人分増 

  → 30億2,600万円 

・保育ママ事業の拡充→利用枠690人分確保など 

  → 9億2,000万円              など 

●塾代助成事業 
 市立中学校の就学援助被認定者などを対象に、学習塾や文

化・スポーツ教室での学校外教育に利用できる「バウ

チャー」（クーポン券など）を全区で交付（12月利用開始

予定） 

 → ９億8,400万円 

●学校活性化推進事業 
 小学校低学年からの音声指導をはじめとする英語教

育の強化など 

 → 11億500万円 

●中学校給食の実施 
 ９月以降、給食実施を市内全128校に拡大し、合わせて

就学援助を適用 

 → 14億6,200万円 

●就労支援と雇用の確保 
・ハローワークとの一体運営によるきめ細かい就労支援 

  → １億3,700万円 

・39歳以下の若年求職者に対する就職支援 

  → ５億700万円 

・55歳以下の特に支援が必要な人に対する就職支援 

  → １億800万円 

  

 市民生活の安全・安心の確保 
  全ての人が安全に、安心して暮らせるまちをめざして 

 

●真に支援を必要とする人々のための福祉施策の再

構築 
・乳幼児から成人期まで一貫した発達障がい者支援体制の構

築 

 → 3億1,200万円 

・医療的ケアの必要な重症心身障がい児者の地域生活を支援 

 → 7,700万円 

・認知症高齢者支援の充実 

 → ２億100万円 

・入所待機者の解消に向けた特別養護老人ホームの整備など 

 → ４億9,900万円 

●こどもたちを安全・安心に生み育てることがで

きる取り組み 
・児童虐待相談件数の増加等に対応するため、一時保護

所を増設するなど、こども相談センターの機能をさらに

強化 

 → １億7,100万円 

・「妊婦健康診査」など24年度大幅拡充した事業を引き

続き実施 

 → 99億1,500万円 

●防災・減災対策 
 東日本大震災の教訓を踏まえ、「大阪市地域防災計画」

の見直しをはじめ、震災・風水害対策を推進 

 → ３億400万円               など 

  

 府・市の戦略一元化と大阪の成長への取り組み 
  高い付加価値や技術革新を生み出し、国内外から人材・資金・情報が集まる都市

魅力を備えた活力ある大阪へ 

●うめきた関連事業 
 「うめきた」にイノ

ベーション拠点「大阪

イノベーションハブ」

を開設し、新製品・新

サービスにつながるプ

ロジェクトの創出・支

援を行う「場」と「仕

組み」づくりなど 

 → ７億8,000万円 

 

●大阪都市魅力創造関連事業 
・３つの重点取り組み（水と光のまちづくりの推進、

府市の文化事業の評価・審査等を行う「大阪アーツカ

ウンシル」設置、観光振興のプロ組織「大阪観光局」

設立）を推進 

  → ３億2,700万円 

・大阪城など重点エリアのマネジメントを推進 

  → ５億4,000万円 

●おおさかスマートエネルギーセンター 
 太陽光発電普及のための、市民・事業者のマッチング

をはじめ、再生可能エネルギーの導入拡充や節電・省エ

ネなどの推進を府・市共同で支援 

 → 400万円 

 区の特性や 

 地域の実情に 

 即した施策の展開 
  区長の権限と責任による24色の総

合的な施策展開に向け、区長が編成し

た予算は平成24年度の約４倍（約50

億円→約219億円） 

●地域の自主的な取り組みを

支援 
・地域住民による自律的な地域運

営に向けた補助制度の改革 

 

・地域活動に関わる予算額 

 → 約17億円 
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 第2 大阪市財政の現状 

 Ⅰ 財政の現状と課題 

 大阪市財政の現状や課題について説明します。 

大阪市の財政状況は 

どうなっているの？ 

大阪市の財政状況は 

健全なの？ 

破綻はしないの？ 

大阪市の財政状況は 

将来的にも大丈夫なの？ 

 【課 題】 
 現在の財政運営をみますと、未利用地を売却して得た収入や

貯金（基金）を取り崩して工面している状況です。これらの補

てん財源には限りがあることから、更なる行財政改革に取り組

み、現状の財務体質の改善を図っていかなければなりません。 

【詳しくは13ページへ】 

     【財政の現状】  

 収入の根幹となる市税収入が低い水準であることに加え、支

出では生活保護など扶助費が増加し、さらに過去に発行した市

債の償還が本格化しており、財政を圧迫しています。 

 そのため、近年の社会経済情勢や財政状況を踏まえ、人件

費・投資的経費の抑制や、将来への負担の先送りを出来る限り

減らすため、新規の市債発行の抑制にも取組んでいます。 

【詳しくは7～10ページへ】 

お答えします。 

お答えします。 

     【財政の健全度】 
 市債残高の減少や人件費の見直しなどの効果もあり、現時点で

の財政の健全度を示す「健全化判断比率」では、大阪市の財政状

況は健全であることが示されています。 

  

             【詳しくは11・12ページへ】 

お答えします。 
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　（市税収入の推移）

 Ⅱ 市税の状況 

個人市民税 法人市民税 固定資産税・都市計画税 その他の税 

◆歳入に占める割合が低い大阪市税◆ 
  
 歳入に占める地方税の割合は、全国的に見ても3割程度と、地方税中心の歳入

構造とはなっていません。とりわけ大阪市は歳入に占める市税の割合が他の指定

都市と比較しても低い状況にあります。 

0.0% 

25.0% 

50.0% 

75.0% 

100.0% 

横浜市 名古屋市 指定都市 大阪市 全国（市町村） 

49.6% 47.6% 

39.5% 38.5% 
33.7% 

1,294 1,156 1,357 1,400 1,389 1,306 1,287 1,285 1,338 

1,643 1,680 
1,697 1,544 

1,034 1,081 1,162 1,058 1,084 

4,296 

3,160 
3,199 3,242 

3,302 3,363 3,357 
3,177 3,204 

543 

530 
532 522 

511 510 555 

546 
593 

（ピーク） 

7,776 

6,526 
6,785 6,708 

6,236 6,260 6,361 
6,066 

6,219 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

7,000 

8,000 

9,000 

H8 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 

予 

H25 

予 

（億円） 

（年度） 

その他の税 

固定資産税 

都市計画税 

法人市民税 

個人市民税 

歳入に占める地方税の割合 

（平成23年度決算：普通会計） 

 最も基本的な収入である市税は、平成25年度予算は6,219億円で、リーマンショック前の平成20年

度と比べると489億円の減収、ピークである平成8年度と比べると1,557億円の減収となるなど、依然

として低い水準となっています。 
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　（支出の推移）

　（扶助費の推移）

（公債費の推移）

 Ⅲ 支出(歳出)の状況 

3,297 
2,682 2,648 2,455 2,336 2,295 2,305 2,197 2,149 

2,262 3,741 3,847 3,952 4,350 4,877 5,031 5,066 5,161 

1,053 

1,993 1,995 2,094 
2,180 

2,198 
2,453 2,358 2,397 

1,459 

1,484 1,435 1,353 
1,296 

1,274 
1,292 1,390 1,376 

2,601 

2,542 2,484 2,809 
2,795 

2,613 
2,533 2,772 2,843 

7,938 
3,575 3,517 3,130 

4,007 3,520 3,303 2,869 2,774 

18,610 

16,017 15,926 15,793 

16,964 16,777 16,917 16,652 16,700 

0 

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

12,000 

14,000 

16,000 

18,000 

20,000 

H8 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 

予 

H25 

予 

（億円） 

（年度） 

投資的経費 

特別会計 

繰出金等 

経常的施策経

費及び管理費 

公債費 

扶助費 

人件費 

2,262 

3,741 3,847 3,952 

4,350 

4,877 
5,031 5,066 5,161 

1,127 

2,312 2,324 2,382 

2,714 
2,910 2,978 2,970 2,967 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

H8 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 

予 

H25 

予 

（億円） 

（年度） 

扶助費 

うち生活保護費 

増加しています。 

 平成25年度予算では、義務的経費（人件費・生活保護費などの扶助費・市債の償還のための公債費

の合計）が全体の約６割を占めています。義務的経費は、削減することが難しいため、その割合が高い

ことは自由に使えるお金が少ない財政状況ということになります。 

 扶助費は増加を続けています。 

 とりわけ、扶助費のうち約６割を占めている生活保護費は、高齢化の進展によって高水準で推移して

おり、生活保護に要する負担の増加が財政全体を圧迫し、行政運営に支障をきたしています。 
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　（公債費の推移）

　（支出と市税の伸びの推移）

投資的経費 34.9 

人件費 65.2 

扶助費 228.2 

公債費 227.6 

特別会計繰出金等 109.3 

経常的施策経費及び 

管理費 94.3 

市税 80.0 

0 

20 

40 

60 

80 

100 

120 

140 

160 

180 

200 

220 

240 

Ｈ8 Ｈ9 Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 

予 

H25 

予 

（年度） 

性質別歳出と市税の伸び率の推移（一般会計） 

平成8年度決算を100とした場合 

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

H8 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 

予 

H25 

予 

1,053 

1,993 1,995 2,094 2,180 2,198 
2,453 2,358 2,397 

（35） 

（148） 

（億円） 

（年度） 

 市税収入が低水準で推移するなか、人件費や投資的経費の抑制を図っているものの市税収入がピーク

であった平成８年度決算と比較すると、扶助費や公債費は２倍を超えるなど義務的経費が高い伸びを示

しています。 

 都市基盤と生活環境の整備のために活用してきた市債償還の本格化により増加し、公債費は平成25

年度前後にピークとなりますが、その後は減少していく見込みです。 

※平成22・23年度には市債の将来の返済に備えるため公債償還基金への前倒し積立分（H22:35億円、H23:148億円）を 

含んでいます。 

※公債費は平成23年度決算での互助会給付金事業返納金の公債償還基金への積立、平成16年度・17年度決

算での互助組合返還金の公債償還基金への積立及び特定資金公共投資事業債(ＮＴＴ－Ｂ)の繰上償還を除く。 
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　（市債残高の推移）

 Ⅳ 市債残高の状況 

23,120 

28,863 29,124 
28,318 28,170 28,087 28,052 28,135 28,278 28,417 28,372 

27,287 

(ピーク) 

27,218 
26,139 25,757 25,458 25,075 

24,288 
23,611 22,929 22,216 

49,807 

55,196 

(ピーク) 55,022 
54,253 

53,058 
52,122 51,344 

50,624 49,993 49,605 
48,713 

0 

10,000 

20,000 

30,000 

40,000 

50,000 

60,000 

H12 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 

予 

H25 

予 

（億円） 

（年度） 

全会計 

9年連続で減少 

の見込みです！ 

一般会計 

一般会計 

（除く臨時財政

対策債） 

 市政改革の取組みとして、新規の市債発行を抑制したことにより、全会計の市債残高は、平成25年

度末には9年連続の減となる見込みです。 

 一般会計では4年ぶりの減、臨時財政対策債※を除くと9年連続の減となる見込みです。 

  ※…2ページの用語解説参照 
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《健全化判断比率（平成23年度決算）》

 Ⅴ 財政状況は健全なの？？ 

平成23年度決算に基づく資金不足比率

会 計 名 資金不足比率 経営健全化基準

自 動 車 運 送 事 業 会 計 6.7%

高 速 鉄 道 事 業 会 計 -

水 道 事 業 会 計 -

工 業 用 水 道 事 業 会 計 -

市 民 病 院 事 業 会 計 -

中 央 卸 売 市 場 事 業 会 計 106.3%　(146.7%)

港 営 事 業 会 計 -

下 水 道 事 業 会 計 -

食 肉 市 場 事 業 会 計 -

市 街 地 再 開 発 事 業 会 計 -

20%

備　考

　 1.資金不足額がない場合は、「－」を記載している。
 　2.22年度決算において資金不足比率がある場合は、（　）書きで記載している。

平成23年度決算に基づく資金不足比率

会 計 名 資金不足比率 経営健全化基準

自 動 車 運 送 事 業 会 計 6.7%

中 央 卸 売 市 場 事 業 会 計 106.3%　(146.7%)
20%

備　考
 　22年度決算において資金不足比率がある場合は、（　）書きで記載している。
 


平成23年度決算に基づく資金不足比率

会 計 名 資金不足比率 経営健全化基準

自 動 車 運 送 事 業 会 計 6.7%

高 速 鉄 道 事 業 会 計 -

水 道 事 業 会 計 -

工 業 用 水 道 事 業 会 計 -

市 民 病 院 事 業 会 計 -

中 央 卸 売 市 場 事 業 会 計 106.3%　(146.7%)

港 営 事 業 会 計 -

下 水 道 事 業 会 計 -

食 肉 市 場 事 業 会 計 -

市 街 地 再 開 発 事 業 会 計 -

20%

備　考

　 1.資金不足額がない場合は、「－」を記載している。
 　2.22年度決算において資金不足比率がある場合は、（　）書きで記載している。平成23年度決算に基づく資金不足比率

会 計 名 資金不足比率 経営健全化基準

自 動 車 運 送 事 業 会 計 6.7%

中 央 卸 売 市 場 事 業 会 計 106.3%　(146.7%)
20%

備　考
 　.22年度決算において資金不足比率がある場合は、（　）書きで記載している。
 


実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

10.0% 199.9%

早期健全化基準
（自主的な改善による

財政健全化）
11.25%以上 16.25%以上

大阪市 － －

35%以上

25%以上 400%以上

－
財政再生基準

（国等の関与による
確実な再生）

20%以上 30%以上

 財政状況をチェックするための指標として、「健全化判断比率」（実質赤字比率、連結実質赤字比

率、実質公債費比率、将来負担比率の4つの指標）があります。 

 この4つの指標でチェックした結果、財政状況は健全であることが示されています。 

基準を超えると・・・ 

市民サービスの低下を避けられません 

 

◆早期健全化基準（黄信号） 

 基準を超えると、「財政健全化計画」を策定し、自主的

かつ計画的に財政の健全化を図ることになります。 

 

◆財政再生基準（赤信号）  

 基準を超えると、「財政再生計画」を策定することにな

り、国の管理の下、財政の健全化が厳しく求められ、大幅

な行政サービスの見直しなど市民生活に大きな影響を与え

ることになります。 

説明 大阪市 早期健全化基準 財政再生基準

実質赤字比率 一般会計等の赤字の割合
―

（黒字）
11.25％以上 20％以上

連結実質赤字比率 全会計の赤字の割合
―

（黒字）
16.25％以上 30％以上

実質公債費比率 借入金返済などの財政負担の割合 10.0% 25％以上 35％以上

将来負担比率 将来負担すべき負債の財政負担の割合 199.9% 400％以上 ―

指標

健
全
化
判
断
比
率
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　（実質公債費比率の他都市比較）

　（将来負担比率の他都市比較）

10.0% 

16.3% 

12.0% 
13.7% 

12.1% 

0% 

5% 

10% 

15% 

20% 

25% 

30% 

35% 

大
阪
市
 

横
浜
市
 

名
古
屋
市
 

京
都
市
 

神
戸
市
 

平成23年度決算に基づく資金不足比率

会 計 名 資金不足比率 経営健全化基準

自 動 車 運 送 事 業 会 計 6.7%

高 速 鉄 道 事 業 会 計 -

水 道 事 業 会 計 -

工 業 用 水 道 事 業 会 計 -

市 民 病 院 事 業 会 計 -

中 央 卸 売 市 場 事 業 会 計 106.3%　(146.7%)

港 営 事 業 会 計 -

下 水 道 事 業 会 計 -

食 肉 市 場 事 業 会 計 -

市 街 地 再 開 発 事 業 会 計 -

20%

備　考

　 1.資金不足額がない場合は、「－」を記載している。
 　2.22年度決算において資金不足比率がある場合は、（　）書きで記載している。

平成23年度決算に基づく資金不足比率

会 計 名 資金不足比率 経営健全化基準

自 動 車 運 送 事 業 会 計 6.7%

中 央 卸 売 市 場 事 業 会 計 106.3%　(146.7%)
20%

備　考
 　22年度決算において資金不足比率がある場合は、（　）書きで記載している。
 


平成23年度決算に基づく資金不足比率

会 計 名 資金不足比率 経営健全化基準

自 動 車 運 送 事 業 会 計 6.7%

高 速 鉄 道 事 業 会 計 -

水 道 事 業 会 計 -

工 業 用 水 道 事 業 会 計 -

市 民 病 院 事 業 会 計 -

中 央 卸 売 市 場 事 業 会 計 106.3%　(146.7%)

港 営 事 業 会 計 -

下 水 道 事 業 会 計 -

食 肉 市 場 事 業 会 計 -

市 街 地 再 開 発 事 業 会 計 -

20%

備　考

　 1.資金不足額がない場合は、「－」を記載している。
 　2.22年度決算において資金不足比率がある場合は、（　）書きで記載している。平成23年度決算に基づく資金不足比率

会 計 名 資金不足比率 経営健全化基準

自 動 車 運 送 事 業 会 計 6.7%

中 央 卸 売 市 場 事 業 会 計 106.3%　(146.7%)
20%

備　考
 　.22年度決算において資金不足比率がある場合は、（　）書きで記載している。
 


実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

10.0% 199.9%

早期健全化基準
（自主的な改善による

財政健全化）
11.25%以上 16.25%以上

大阪市 － －

35%以上

25%以上 400%以上

－
財政再生基準

（国等の関与による
確実な再生）

20%以上 30%以上

199.9% 
213.0% 

202.5% 

237.2% 

152.6% 

0% 

50% 

100% 

150% 

200% 

250% 

300% 

350% 

400% 

大
阪
市
 

横
浜
市
 

名
古
屋
市
 

京
都
市
 

神
戸
市
 

400%以上 

早期健全化基準 

（黄信号） 

25%以上 

早期健全化基準 

（黄信号） 

※資料 総務省HP「平成23年度地方公共団体の主要財政指標一覧」 

35%以上 

財政再生基準 

（赤信号） 

低いほうが 

健全です 

低いほうが 

健全です 

 実質公債費比率を算定する際、将来の市債返済に備えて貯金（基金の積立）をきちんと行っていない

と、ペナルティが課され、比率が高くなる仕組みになっています。 

 大阪市は公債償還基金への積立を確実に行っており、実質公債費比率は他都市と比較しても低くなっ

ています。 

詳しくは大阪市HPへ 

http://www.city.osaka.lg.jp/zaisei/page/0000182489.html 
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　「今後の財政収支概算(粗い試算)平成25年2月版」

 Ⅵ 財政状況は将来的にも大丈夫なの？？ 

 大阪市は、将来世代に負担を先送りしないため、「補てん財源に依存」するのではなく、「収入の範囲内

で予算を組む」ことを原則とし、市政の抜本的改革を進め、「通常収支（単年度）の均衡」を目指すことと

しています。 

 次の「今後の財政収支概算（粗い試算）平成25年2月版」は、そのために必要となる収支改善の目安を一

定の前提により試算したものです。 

※平成25年度予算は、補てん財源を346億円活用しており、実際の収支不足は生じていません。 

詳しくは大阪市HPへ 
http://www.city.osaka.lg.jp/zaisei/page/0000206555.html 

 平成25年度当初予算の新規・拡充分（学校教育ICT活用事業、塾代助成事業など）を加味す

る一方、市政改革プランに基づく見直しや人件費の削減効果等により、単年度通常収支不足額

は、ここ10年は300～400億円程度になる見込みとなっています。 

※この試算は不確定要素を多く含んでおり、相当の幅をもってみる必要があります。 

 通常収支（単年度）の均衡に向け、引き続き市政改革プランや府・市による広

域行政・二重行政の一元化を着実に実現していくとともに、更なる自律的な改革

に取り組み、補てん財源に依存せず、収入の範囲内で予算を組むことを目指し、

持続可能な財政構造の構築を図る必要があります。 

用 語 説 明 

 

◆通常収支 

 補てん財源（不用地等売却

代、財政調整基金）を活用し

ない収支のことです。 

- 13 -



　平成25年３月31日現在における一般会計及び政令等特別会計歳入歳出予算の執行状況は次の

とおりです。

(単位：百万円、％)

予 算 現 額 執 行 済 額 予 算 現 額 執 行 済 額

(A) (B) (A) (B)

一 般 会 計 1,807,514 1,346,909 75 1,807,514 1,128,384 62

食 肉 市 場 2,263 764 34 2,263 1,720 76
事 業 会 計

市 街 地 再 開 発 25,140 5,079 20 25,140 981 4
事 業 会 計

駐 車 場 1,551 1,057 68 1,551 266 17
事 業 会 計

有 料 道 路 476 268 56 476 89 19
事 業 会 計

土 地 先 行 取 得 73,685 684 1 73,685 1,188 2
事 業 会 計

母 子 寡 婦 福 祉 573 390 68 573 294 51
貸 付 資 金 会 計

国 民 健 康 保 険 352,029 215,296 61 352,029 291,379 83
事 業 会 計

心身障害者扶養 515 390 76 515 490 95
共 済 事 業 会 計

介 護 保 険 204,676 162,432 79 204,676 185,045 90
事 業 会 計

後 期 高 齢 者 27,070 25,498 94 27,070 23,196 86
医 療 事 業 会 計

（注）予算現額は前年度からの繰越額を含む。

会 計 名

歳 入 歳 出

執 行 歩 合 執 行 歩 合

(B)/(A) (B)/(A)

　第３　平成24年度下半期の財政運営の状況

　Ⅰ　歳入歳出予算執行状況
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本市の市有財産の現在高は次のとおりです。

百万円 ％

１． 公 有 財 産 6,331,564 88.3

土 地 4,290,712 59.8

建 物 1,606,972 22.4

動 産 5,196 0.1

物 権 356 0.0

有 価 証 券 174,692 2.4

出 資 に よ る 権 利 241,105 3.4

不動産の信託の受益権 12,531 0.2

２． 物 品 116,045 1.6

備 品 95,506 1.3

車 両 18,054 0.3

船 舶 2,485 0.0

３． 債 権 148,073 2.1

４． 基 金 575,226 8.0

7,170,908 100.0

※数値は速報値のため、決算とは異なる場合があります。

(注) 1.公営企業会計及び準公営企業会計分を除く。

2.「物品｣については、１件100万円以上のもの。

(平成25年３月31日現在)

区 分

合 計

構 成 比金 額

　Ⅱ　市有財産の現在高
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本市の会計別の市債の現在高及び市民１人当たりの市債の現在高は次のとおりです。

(平成25年３月31日現在)

会 計 別

百万円 円 円

一 般 会 計 2,795,265 1,043,769 789,941

食 肉 市 場 事 業 会 計 624 233 176

市 街 地 再 開 発 事 業 会 計 196,623 73,420 55,566

駐 車 場 事 業 会 計 2,358 881 666

有 料 道 路 事 業 会 計 1,752 654 495

土 地 先 行 取 得 事 業 会 計 271,021 101,201 76,590

母子寡婦福祉貸付資金会計 2,493 931 704

合 計 3,270,136 1,221,089 924,138

現 在 高

市民１人当たり

現 在 高

（ 夜 間 人 口 ）

市民１人当たり

現 在 高

（ 昼 間 人 口 ）

　Ⅲ　市債の現在高

(注)　1.公営企業会計及び準公営企業会計分を除く。
　　　2.「市民１人当たり現在高」は、円単位の会計別現在高と、夜間人口については
　　　　平成25年４月１日現在の推計人口2,678,051人を、昼間人口については平成22年
　　　　国勢調査3,538,576人を用いて算出しています。
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　平成24年度下半期の債務負担行為となるべき契約の締結状況は次のとおりです。

(平成25年3月31日現在)

事 項 名 債 務 負 担 期 間

千円 千円

区 庁 舎 改 修 工 事 平成25～ 27年度 3,404,000 1,117,674

住民基本台帳等事務システム事業 平成25～ 31年度 2,709,000 1,905,750

区 民 施 設 改 修 工 事 平成25～ 26年度 235,000 58,161

土地区画整理事業に伴う街路築造工事 平 成 25 年 度 263,000 229,548

土地区画整理事業に伴う下水管渠築造
工事

共 同 溝 築 造 工 事 平成25～ 27年度 4,180,000 2,531,214

道 路 築 造 工 事 平 成 25 年 度 1,601,000 883,160

橋 梁 建 設 工 事 平 成 25 年 度 73,000 9,494

橋 梁 改 修 工 事 平成25～ 26年度 1,049,000 640,346

河 川 改 修 工 事 平 成 25 年 度 256,000 44,710

公 園 樹 及 び 街 路 樹 保 全 工 事 平 成 25 年 度 144,000 128,404

コ ン テ ナ 車 整 理 場 整 備 工 事 平 成 25 年 度 63,000 58,270

市 営 住 宅 耐 震 改 修 工 事 平 成 25 年 度 67,000 35,754

消 防 庁 舎 建 設 工 事 平成25～ 27年度 856,000 780,704

校 舎 建 設 工 事 平成25～ 26年度 6,607,000 3,011,356

議 決 限 度 額 契 約 金 額

税 務 事 務 シ ス テ ム 事 業 平成25～ 31年度 5,898,000 14,715

108,000 28,015平 成 25 年 度

 Ⅴ 債務負担行為の状況 

　一時的な資金不足を補うために借り入れる一時借入金の残高については、次のとおりです。

(平成25年３月31日現在)

169,000
(注) 公営企業会計及び準公営企業会計分を除く。

一 時 借 入 金 の 現 在 高

―

予 算 で 定 め た 最 高 額

 百万円

　Ⅳ　一時借入金の現在高

　平成25年度当初予算における市民の負担状況は次のとおりです。

百万円 百万円 円
118,520

う ち 個 人 市 民 税
個人市民税一人当たり

負　　担　　額

133,799621,892

市　税　収　入

　Ⅵ　市民の負担状況

(注)　個人市民税一人当たり負担額は、千円単位の個人市民税の額と平成24年7月1日
　　現在「市町村税課税状況等の調」の納税義務者数（税を負担いただいている方）
　　1,128,924人を用いて算出しています。
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事 項 名 債 務 負 担 期 間 議 決 限 度 額 契 約 金 額

　一時的な資金不足を補うために借り入れる一時借入金の残高については、次のとおりです。

(平成25年３月31日現在)

169,000
(注) 公営企業会計及び準公営企業会計分を除く。

一 時 借 入 金 の 現 在 高

―

予 算 で 定 め た 最 高 額

 百万円

　Ⅳ　一時借入金の現在高

　平成25年度当初予算における市民の負担状況は次のとおりです。

百万円 百万円 円
118,520

う ち 個 人 市 民 税
個人市民税一人当たり

負　　担　　額

133,799621,892

市　税　収　入

　Ⅵ　市民の負担状況

(注)　個人市民税一人当たり負担額は、千円単位の個人市民税の額と平成24年7月1日
　　現在「市町村税課税状況等の調」の納税義務者数（税を負担いただいている方）
　　1,128,924人を用いて算出しています。

市 庁 舎 設 備 整 備 工 事 平 成 25 年 度 349,000
千円

345,451
千円

中央情報処理センター設備整備工事 平 成 25 年 度 154,000 142,668

保 育 所 建 設 工 事 平 成 25 年 度 354,000 303,205

保 育 所 耐 震 改 修 工 事 平 成 25 年 度 38,000 20,357

エネルギー管理システム（ＢＥＭＳ）
事業

公 営 住 宅 建 設 工 事 平成25～ 27年度 10,935,000 4,788,689

民間すまいりんぐ供給事業に伴う家賃
対策補助
子育て世帯等向け分譲住宅購入融資に
対する利子補給

エコ住宅購入融資等に対する利子補給 平成25～ 31年度 80,000 165

図書館ネットワークシステム事業 平成25～ 30年度 388,000 362,460

600

　　 2.公園樹及び街路樹保全工事については、上半期の契約金額を下半期に変更したもの。

494,344

(注) 1.公営企業会計及び準公営企業会計分を除く。

平成25～ 32年度

53,000若 者 就 職 支 援 事 業

585,000

平 成 25 年 度

平 成 25 年 度 52,170

平成25～ 31年度 238,000 45,808

600

　一時的な資金不足を補うために借り入れる一時借入金の残高については、次のとおりです。

(平成25年３月31日現在)

169,000
(注) 公営企業会計及び準公営企業会計分を除く。

一 時 借 入 金 の 現 在 高

―

予 算 で 定 め た 最 高 額

 百万円

　Ⅳ　一時借入金の現在高

　平成25年度当初予算における市民の負担状況は次のとおりです。

百万円 百万円 円
118,520

う ち 個 人 市 民 税
個人市民税一人当たり

負　　担　　額

133,799621,892

市　税　収　入

　Ⅵ　市民の負担状況

(注)　個人市民税一人当たり負担額は、千円単位の個人市民税の額と平成24年7月1日
　　現在「市町村税課税状況等の調」の納税義務者数（税を負担いただいている方）
　　1,128,924人を用いて算出しています。
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1. 概 　　　　　況

平成24年度下半期における経営収支は、収益が34億8,700万円、費用が42億7,400万円となり、差

引7億8,700万円の損失となりました。

建設改良工事については、本場の消防用設備改良工事や、東部市場の加工食料品売場棟外壁改修

工事等を進めました。

百万円 百万円

3,506 2,950

市 場 管 理 費 1,645 売 上 高 割 使 用 料 384

そ の 他 1,861 施 設 使 用 料 2,053

雑 収 益 513

768 537

うち一般会計補助金 523

787

4,274 4,274

787百万円    

30,908百万円    

31,695百万円    

営 業 外 費 用

営 業 費 用

当年度未処理欠損金

前 期 繰 越 欠 損 金

当 期 純 損 失

合　　　　　　計

自 　平成 24年10月 1日
至 　平成 25年 3月31日

費　　　　　　　　　　用

科　　　　　　目

収　　　　　　　　　　益

２．損 益 計 算 書 の 要 旨

金　　　　　　額 金　　　　　　額科　　　　　　目

営 業 収 益

営 業 外 収 益

合　　　　　　計

当 期 純 損 失

　第４　準公営企業の平成24年度下半期の業務状況

　Ⅰ　中央卸売市場事業
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百万円 百万円

116,457　 12,360　

116,183　

土 地 17,210　 5,302　

建 物 70,897　 3,848　

そ の 他 28,076　 866　

274　 588　

363　 88,501　

41　 30,124　

193　 58,377　

129　

10,670　

42,365　

△　　　　31,695　

( △    　1,057 )

13　

116,833　 116,833　

（注）有形固定資産の減価償却累計額　　55,443百万円

４．企業債及び一時借入金の現在高

(1)　企業債の現在高（平成25年3月31日現在）

百万円 百万円 百万円 百万円

71,174　　 2,647　 3,084　 70,737 

(2)　一時借入金の現在高（平成25年3月31日現在）

起　債　額

流 動 資 産

有 形 固 定 資 産

合　　　　　計

未 収 金

そ の 他

繰 延 勘 定

無 形 固 定 資 産

現 金 ・ 預 金

金 額 科 目

欠 損 金

（うち当年度純損失）

剰 余 金

資 本 剰 余 金

自 己 資 本 金

流 動 負 債

資 本 金

借 入 資 本 金

固 定 資 産

3,848百万円

償　還　額 現　在　高

合　　　　　計

預 り 金

平成24年度上半期末企業債債額

未 払 金

一 時 借 入 金

３．貸　借　対　照　表　の　要　旨

（平成25年3月31日現在）

借　　　　　　　　　　方

固 定 負 債

金 額科 目

貸　　　　　　　　　　方
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５．業　務　の　状　況

(1)　取扱数量及び取扱金額

比 率 比 率

トン トン トン ％ 百万円 百万円 百万円 ％

307,676 302,829 4,847 1.6 116,982 122,849 △ 5,867 △ 4.8

132,355 130,009 2,346 1.8 45,965 48,978 △ 3,013 △ 6.2

440,031 432,838 7,193 1.7 162,947 171,827 △ 8,880 △ 5.2

(2)　建設改良工事の概況

　建設改良工事の主なものは、次のとおりです。

百万円

消防用設備改良工事

加工食料品売場棟外壁改修工事

監視カメラ設備設置工事等

 (注)金額は、消費税及び地方消費税を含む。

本 場 設 備 改 良

東 部 市 場 建 物 改 良

合 計

前年同期

金 額

本 場

32     

区 分

東 部 市 場

増△減

種 別

東 部 市 場 設 備 改 良

36     

241     

取 扱 数 量

備 考

取 扱 金 額

当　 期当　 期
差 引

前年同期
差 引

増△減
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１．概　　　　　況

２．損 益 計 算 書 の 要 旨

百万円

百万円

百万円

自　平成24年10月１日

百万円

科　　　　　　目 金　　　　　　額

費　　　　　　　　　　　　用 収　　　　　　　　　　　　益

港湾施設提供事業費用 3,033 2,274

至　平成25年３月31日

港湾施設提供事業収益

168

科　　　　　　目 金　　　　　　額

平成24年度下半期における経営収支は、収益が110億3,700万円、費用は134億4,200万円となり、

差引 24億500万円の損失となりました。

　建設改良工事については、港湾施設提供事業では、上屋アスベスト対策等を実施しました。

　また、大阪港埋立事業では、夢洲地区の埋立等を実施しました。

百万円

営 業 収 益 2,082

1,854

引 船 運 営 費 42 引 船 収 益 60

上 屋 倉 庫 運 営 費 2,199 上 屋 倉 庫 収 益

営 業 外 費 用

営 業 収 益 8,651

8,763

営 業 外 収 益 192

大阪港埋立事業収益

営 業 費 用 2,878

荷 役 機 械 収 益

155

そ の 他 497

荷 役 機 械 運 営 費 140

営 業 費 用

土 地 売 却 原 価 7,325

大阪港埋立事業費用 10,286

9,346

土 地 売 却 収 益 6,608

一 般 管 理 費 1,409 土地賃貸料収益 2,043

特 別 損 失 123

940

0

営 業 外 収 益

(2,282)経 常 損 失

特 別 利 益

当 期 純 損 失

そ の 他 612

当年度未処理欠損金

2,405

112営 業 外 費 用

13,442合　　　　　　計 13,442 合　　　　　　計

当 期 純 損 失 2,405

前 期 繰 越 欠 損 金 56,727

59,132

　Ⅱ　港営事業
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３．貸 借 対 照 表 の 要 旨

△

△

４．企業債及び一時借入金の現在高

(1)　企業債の現在高（平成25年３月31日現在）

(2)　一時借入金の現在高（平成25年３月31日現在）

そ の 他 815

借　　　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　　　方

(平成25年３月31日現在)

機 械 及 び 装 置 3,335

前 受 金構 築 物 1

預 り 金 1,279

金　　　　　　額 科　　　　　　目

固 定 資 産 143,196 固 定 負 債

百万円

建 設 仮 勘 定 818

無 形 固 定 資 産 130

3,886

科　　　　　　目

34,962

百万円

7,274

建 物 23,880 未 払 金

資 本 金 401,078

金　　　　　　額

土 地 94,015 流 動 負 債 5,166

有 形 固 定 資 産 130,137

借 入 資 本 金 156,663

土 地 造 成 勘 定 232,881

未 成 土 地

自 己 資 本 金 244,415

完 成 土 地 132,191 剰 余 金

投 資 12,929

53,657

欠 損 金 59,132

5,475100,690 資 本 剰 余 金

(うち当年度純損失) (△1,511)

現 金 ・ 預 金 231

繰 延 勘 定 31

合　　　　　　計 387,549

そ の 他 181

流 動 資 産 11,441

未 収 金 7,429

短 期 貸 付 金 3,600

百万円

な し

3,574 161,169

百万円

現　　在　　高

合　　　　　　計

(注) 有形固定資産の減価償却累計額58,359百万円

387,549

平成24年度上半期末企業債債額 起　　債　　額 償　　還　　額

百万円 百万円

159,961 4,782
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５．業 務 の 状 況

(1)　港湾施設運営の状況

(注)施設数及び面積は、各期末現在である。

(2)　建設改良工事の概況

建設改良工事の主なものは、次のとおりです。

　①港湾施設提供事業

夢洲埠頭用地整備

上屋アスベスト対策等

(注)金額は、消費税及び地方消費税を含む。

　②大阪港埋立事業

護岸築造等

道路整備工事

埋立工事等

下水道整備等

(注)金額は、消費税及び地方消費税を含む。

区　　　　　　　分 当　　　　　期 前　年　同　期
差　　　　　　　　引

増　 △   減

荷
役
機
械

％

一 般 4 基 4 基

1 基

0 基 ―

1 基

82 棟 0 棟

56 ヵ所 1 ヵ所

比       率

0 基 ―

―

1.8

専 用

上 屋 82 棟

埠 頭 用 地 整 備 3

附 設 事 務 所 57 ヵ所

百万円

13,404 ㎡13,404 ㎡

―

種　　　　　　　別 金　　　　　額 備　　　　　　　　　　　　考

引 船 2 隻 2 隻 0 隻

―

荷 さ ば き 地 990,081 ㎡ 1,004,015 ㎡ △ 13,934 ㎡ △ 1.4

貯 炭 場 0 ㎡

備　　　　　　　　　　　　考

関 連 事 業 466

鶴 浜 地 区 埋 立 2

夢 洲 地 区 埋 立

百万円

1,949

上 屋 整 備

種　　　　　　　別 金　　　　　額

咲 洲 地 区 埋 立 130

180
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１．概     況 

  平成24年度下半期における経営収支は、収益が346億8,700万円、費用が333億4,400万円

となり、差引13億4,300万円の剰余となりました。 

 建設改良工事については、引き続き、新今里～寺田町下水道幹線をはじめとする幹線下水管渠、

ポンプ場の増設工事などの抜本的な浸水対策を推進しました。 

  さらに、公共用水域の水質保全対策として、平成の太閤下水をはじめとする合流式下水道改善

対策や、住之江下水処理場急速ろ過池の建設などを進めたほか、アメニティ対策（都市環境対策）

として、下水処理場、抽水所の環境整備を進めました。また、老朽化した施設の改築・更新を行

いました。 

 

 
２．損益計算書の要旨 

 
自 平成24年 10月  1日 

至 平成25年  3月 31日 

 

費                           用 収                           益 

科           目 金           額 科           目 金           額 

 

営 業 費 用 

管 渠 費 

抽 水 所 費 

処 理 場 費 

そ の 他 

 

営 業 外 費 用 

 

 

経 常 利 益 

 

 

 

当 期 純 利 益 

百万円 

28,344 

 2,127 

 1,208 

 5,263 

19,746 

 

 5,000 

 

 

(677) 

 

 

 

1,343 

 

営 業 収 益 

下 水 道 使 用 料 

そ の 他 営 業 収 益 

 

 

 

営 業 外 収 益 

うち一般会計補助金 

 

 

 

特 別 利 益 

 

百万円 

19,379 

18,993 

   386 

 

 

 

14,642 

14,274 

 

 

 

   666 

 

合     計 34,687 合     計 34,687 

当 期 純 利 益   1,343百万円 

前 期 繰 越 利 益 剰 余 金     373百万円 

当年度未処分利益剰余金   1,716百万円 

 

 Ⅲ 下水道事業 
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３．貸借対照表の要旨 

 

(平成25年3月31日現在) 

借                           方 貸                           方 

科           目 金           額 科           目 金           額 

 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

そ の 他 

無 形 固 定 資 産 

投 資 

 

流 動 資 産 

現 金 ・ 預 金 

未 収 金 

短 期 貸 付 金 

前 払 金 

そ の 他 

 

繰 延 勘 定 

百万円 

1,292,690 

1,266,173 

  764,457 

  261,509 

  240,207 

   19,221 

    7,296 

 

   46,574 

      365 

    6,288 

   39,200 

     671 

       50 

 

      93 

 

固 定 負 債 

 

流 動 負 債 

未 払 金 

そ の 他 

 

資 本 金 

自 己 資 本 金 

借 入 資 本 金 

 

剰 余 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

（うち当年度純利益） 

百万円 

   11,696 

 

   27,065 

   26,955 

      110 

 

  582,767 

   71,317 

  511,450 

 

  717,829 

  716,113 

    1,716 

    (1,716) 

合     計 1,339,357 合     計 1,339,357 

 (注)有形固定資産の減価償却累計額 642,757百万円 

 

 

４．企業債及び一時借入金の現在高 

 

(1) 企業債の現在高（平成25年3月31日現在） 

平成24年度上半期末企業債債額 起   債   額 償   還   額 現   在   高 

百万円 

524,138 

百万円 

       12,869 

百万円 

 14,005 

百万円 

523,002 

 

(2) 一時借入金の現在高（平成25年3月31日現在）            な  し 
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５．業 務 の 状 況 

 

(1) 下水排水及び処理状況 

差          引 
区     分 当     期 前 年 同 期 

増  △  減 比   率 

管 渠 延 長 4,900,363 ｍ 4,887,326ｍ 13,037 ｍ 

％ 

0.3 

抽 水 所 58ヵ所 58ヵ所 0ヵ所 － 

下 水 処 理 場 12ヵ所 12ヵ所 0ヵ所 － 

スラッジセンター 1ヵ所 1ヵ所 0ヵ所 － 

排 水 面 積 190,527,000㎡ 190,527,000㎡  0㎡ － 

処 理 面 積 190,527,000㎡ 190,527,000㎡  0㎡ － 

（注）管渠延長、施設数及び面積は、各期末現在である。 

 

(2) 建設改良工事の概況 

建設改良工事の主なものは、次のとおりです。 

種          別 金   額 備        考 

 

北 浜 逢 阪 貯 留 管 築 造 工 事 

新今里～寺田町幹線下水管渠築造工事 

住之江下水処理場急速ろ過池築造工事 

    百万円 

   1,005 

    480 

   1,130 

 

平成20年度からの継続工事(延長4.8km) 

平成21年度からの継続工事(延長4.3km) 

急速ろ過池築造工事等 

（注）金額は、消費税及び地方消費税を含む。 
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１．概　　　　  況

２．損 益 計 算 書 の 要 旨

科　　    　　目 金　　　　　　額

百万円 百万円

8,255 6,242 

1,335 6,113 

3,250 129 

3,670 

407 921 

869 

(1,499)

1,298 4,660 

3,600 

　

1,863 　

11,823 11,823 

1,863百万円
64,621百万円
62,758百万円

そ の 他

営 業 外 費 用 営 業 外 収 益

うちその他特別利益

車 両 保 存 費 運 輸 収 益

運 転 費 運 輸 雑 収

金　　　　　　額 科　　　    　目

営 業 費 用 営 業 収 益

　平成24年度下半期における経営収支は、収益が118億2,300万円、費用が99億6,000万円となり、差引18億6,300

万円の剰余となっておりますが、交通局早期退職制度による退職金や高速鉄道事業会計からの繰入等の特別損益を

除いた経常損益では、14億9,900万円の損失となりました。

費　　　　　　　　    　用 収　　　　　　　　　    益

　建設改良工事については、ICカードの全国相互利用サービスの実施に伴う料金収納機等の改造などを実施しました。

特 別 利 益

うち一般会計補助金

特 別 損 失

経 常 損 失

当 期 純 利 益

合　　    　　計 合　　    　　計

当 期 純 利 益
前 期 繰 越 欠 損 金
当 年 度 未 処 理 欠 損 金

 自 平成24年10月１日
 至 平成25年３月31日

　Ⅰ　自動車運送事業

　第５　公営企業の平成24年度下半期の業務状況
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３．貸 借 対 照 表 の 要 旨

貸　　　　　　　　　    方

科　　    　　目 科　　　    　目 金　　　　　　額

百万円 百万円

20,157 10,832 

20,148 

5,014 3,621 

8,447 3,272 

4,074 349 

2,600 

13 58,877 

1 46,305 

8 12,572 

2,965 △ 50,208 

1,040 12,550 

1,829 △ 62,758 

96 (782)

23,122 23,122 

（注）有形固定資産の減価償却累計額等　28,239百万円

(1)　企業債の現在高（平成25年３月31日現在）

平成24年度上半期末企業債債額 起　　債　　額 償　　還　　額 現　　在　　高

百万円 百万円

14,092 1,520 12,572

(2)　一時借入金の現在高（平成25年３月31日現在）

そ の 他

有 形 固 定 資 産

土 地 流 動 負 債

車 両 そ の 他

借　　　　　　　　    　方

金　　　　　　額

固 定 資 産 固 定 負 債

資 本 剰 余 金

欠 損 金

建 物 未 払 金

そ の 他

建 設 仮 勘 定

現 金 ・ 預 金

投 資

資 本 金

未 収 金

自 己 資 本 金無 形 固 定 資 産

（うち当年度純利益）

借 入 資 本 金

流 動 資 産 剰 余 金

　　　な　　し

合　　　　　　計 合　　　　　　計

百万円 百万円

４．企業債及び一時借入金の現在高

(平成25年３月31日現在)
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５．業 務 の 状 況

(1)　運輸成績（１日平均）

差　　　　　　　　　引

％

477.0km 595.4km△ 118.4km △ 19.9

560両 710両 △ 150両 △ 21.1

571両 627両 △ 56両 △ 8.9

57,247km 59,281km△ 2,034km △ 3.4

214,193人 215,209人 △ 1,016人 △ 0.5

33,590,373円 33,647,348円 △ 56,975円 △ 0.2

（注）　営業キロ及び在籍車数は、各期末現在である。

(2)　建設改良工事の概況

百万円

35 料金収納機等の改造など

82 営業所給油場の更新など

（注） 金額は、消費税及び地方消費税を含む。

比　　　率

備　　　　　　　　　　　　考

区　　　　　　分 当　　　期

営 業 キ ロ

在 籍 車 数

運 転 車 数

走 行 キ ロ

乗 車 人 員

乗 客 収 入

車 両 機 器 更 新 等

前 年 同 期

営 業 所 改 良 工 事

種　　　　    別 金　　　　額

　　　建設改良工事の主なものは、次のとおりです。

増  △  減
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１．概　　　　  況

２．損 益 計 算 書 の 要 旨

収　　　　　　　　　    　益

科　　    　　目 科　　　    　目 金　　　　　　額

百万円 百万円

58,142 75,952 

5,132 71,944 

8,482 4,008 

11,667 

32,861 

8,511 1,742 

(11,041)

7,080 17 

3,978 

77,711 77,711 

3,978百万円

16,114百万円

20,092百万円

車 両 保 存 費 運 輸 収 益

費　　　　　　　　    　　用

金　　　　　　額

営 業 費 用 営 業 収 益

　平成24年度下半期における経営収支は、収益が777億1,100万円、費用が737億3,300万円となり、差引

39億7,800万円の剰余となっておりますが、交通局早期退職制度による退職金や自動車運送事業会計への

繰出等の特別損益を除いた経常損益では、110億4,100万円の剰余となりました。

　建設改良工事については、エレベーター設置工事、可動式ホーム柵設置工事及びICカードの全国相互

利用サービスの実施に伴う駅務機器の改造などを実施しました。

運 転 費 運 輸 雑 収

経 常 利 益

そ の 他

営 業 外 費 用 営 業 外 収 益

運 輸 費

当 期 純 利 益

特 別 損 失 特 別 利 益

合　　　　 　 計 合　　　　　　計

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

 自 平成24年10月１日
 至 平成25年３月31日

　Ⅱ　高速鉄道事業
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３．貸 借 対 照 表 の 要 旨

貸　　　　　　　　　    方

科　　    　　目 科　　　    　目 金　　　　　　額

百万円 百万円

1,302,906 34,599 

1,219,398 

49,987 34,469 

875,872 23,557 

159,323 1,576 

41,027 9,336 

71,292 

21,897 

3,660 929,459 

79,848 389,645 

539,814 
57,504 

46,611 

8,273 361,917 

1,576 341,825 

1,044 20,092

(19,808)

34 

1,360,444 1,360,444 

４．企業債及び一時借入金の現在高

(1)　企業債の現在高（平成25年３月31日現在）

平成24年度上半期末企業債債額 起　　債　　額 償　　還　　額 現　　在　　高

百万円 百万円

576,546 21,782 571,681

(2)　一時借入金の現在高（平成25年３月31日現在）

車 両 そ の 他

借　　　　　　　　    　方

金　　　　　　額

固 定 資 産 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産

土 地 流 動 負 債

線 路 設 備 未 払 金

電 路 設 備 信 託 事 業 借 入 勘 定

資 本 剰 余 金

そ の 他

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産 資 本 金

投 資 自 己 資 本 金

借 入 資 本 金
流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

（うち当年度純利益）

未 収 金 剰 余 金

信託事業貸付勘定

（注）有形固定資産の減価償却累計額　971,916百万円

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 延 勘 定

合　　　　　　計 合　　　　　　計

26,647

百万円 　　百万円

な　　　　し

(平成25年３月31日現在)

- 32 -



５．業  務  の  状  況

(1)　運輸成績（１日平均）

差　　　　　　　　　　引

％

高 速 鉄 道 129.9km 129.9km 0km

中 量 軌 道 7.9km 7.9km 0km

計 137.8km 137.8km 0km

高 速 鉄 道 1,280両 1,280両 0両

中 量 軌 道 80両 80両 0両

計 1,360両 1,360両 0両

高 速 鉄 道 990両 991両 △ 1両 △ 0.1

中 量 軌 道 61両 60両 1両 1.7

計 1,051両 1,051両 0両

高 速 鉄 道 313,720km 313,889km △ 169km △ 0.1

中 量 軌 道 14,046km 13,926km 120km 0.9

計 327,766km 327,815km △ 49km △ 0.0

高 速 鉄 道 2,226,550人 2,197,713人 28,837人 1.3

中 量 軌 道 71,064人 72,841人 △ 1,777人 △ 2.4

計 2,297,614人 2,270,554人 27,060人 1.2

395,297,988円 390,215,928円 5,082,060円 1.3

（注）　営業キロ及び在籍車数は、各期末現在である。

(2)　建設改良工事の概況

百万円

2,169 　難波駅など8駅

659 　車両改造工事など

6,006 　車内案内表示装置の設置など

6,698 　自動改札装置購入など

1,489 　本町駅など35駅

（注） 金額は、消費税及び地方消費税を含む。

火 災 対 策 設 備 整 備 工 事

乗 客 収 入

前 　年　 同　 期

業 務 機 械 化 工 事

当　　　　期

可 動 式 ホ ー ム 柵 設 置 工 事

エ レ ベ ー タ ー 設 置 工 事

種　　　　　　　　　別 金　　　　額

区　　　　　　　　分
比　　　　率

備　　　　　　　　　　　　　考

営 業 キ ロ

在 籍 車 数

運 転 車 数

増  　△　  減

車 両 改 造 等 工 事

走 行 キ ロ

乗 車 人 員

建設改良工事の主なものは、次のとおりです。
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１. 概     況 
 

  平成24年度下半期における経営収支は、収益が316億2,300万円、費用が287億5,100万円となり、差

引28億7,200万円の剰余となりました。 

  建設改良工事については、安定給水確保のため信頼性の高い浄水施設の整備、配水管網の拡充整備

等を実施しました。 

  なお、期末の給水世帯数は、151万4,742世帯となり前年同期に比べ0.5％の増加となっています。 

 

 

２. 損 益 計 算 書 の 要 旨                              
 
 

自  平成24年10月１日 
至  平成25年３月31日 

 

費            用 収            益 

科     目 金     額 科     目 金     額 

                           

営 業 費 用            

  浄 水 送 水 費           

  配 水 費           

 給 水 費           

  そ の 他           

                            

営 業 外 費 用            

                           

経 常 利 益            

 

特 別 損 失            

 

当 期 純 利 益            

                   百万円 

         ２５，７４２ 

           ５，７９８ 

           ３，２０４ 

           ３，９１７ 

      １２，８２３ 

                            

       ２，９０３ 

                           

       （２，８７４） 

 

１０６ 

 

２，８７２ 

                           

営 業 収 益            

  給 水 収 益           

  受 託 工 事 収 益           

  そ の 他 営 業 収 益           

                            

                            

営 業 外 収 益            

 

 

 

特 別 利 益            

                   百万円 

         ２９，７９８ 

         ２９，６０４ 

            １２８ 

                ６６ 

                             

            

１，７２１ 

                 

 

 

１０４ 

 

           

合        計  ３１，６２３ 合        計  ３１，６２３ 

                              当 期 純 利 益               2,872百万円                                

                              前 期 繰 越 利 益 剰 余 金                   16,000百万円                               

                              当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金                   18,872百万円                                

 

 Ⅲ 水道事業 
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３. 貸 借 対 照 表 の 要 旨                              
 

                                   （平成25年３月31日現在）  

借            方 貸            方 

科     目 金     額 科     目 金     額 

                           

固 定 資 産            

  有 形 固 定 資 産           

    土 地          

    建 物          

    構 築 物          

    機 械 及 び 装 置          

    そ の 他          

    建 設 仮 勘 定          

  無 形 固 定 資 産           

  投 資           

                      

流 動 資 産            

  現 金 ・ 預 金           

  未 収 金            

貯 蔵 品            

そ の 他           

   

                      

繰 延 勘 定            

                   百万円 

    ４３１，２８０ 

       ３９７，８６４ 

      ６，９６５ 

         １４，３１０ 

       ３１８，１０４ 

         ４３，２９１ 

            ５３４ 

         １４，６６０ 

         １１，７３２ 

         ２１，６８４ 

                      

         ４６，１４１ 

         ３８，２４８ 

           ３，９４４ 

            ５１７ 

           ３，４３２ 

          

                      

                ３８ 

                           

固 定 負 債            

                      

流 動 負 債            

  未 払 金           

  前 受 金           

  預 り 金           

  そ の 他           

                      

資 本 金            

  自 己 資 本 金           

  借 入 資 本 金           

                      

剰 余 金            

  資 本 剰 余 金           

  利 益 剰 余 金           

     （うち当年度純利益） 

                      

                      

                   百万円 

        ３８１ 

                        

     １６，６３８ 

     １３，２８２ 

        ３７３ 

        ５０５ 

       ２，４７８ 

                       

    ３６９，７５２ 

 １４９，２９２ 

     ２２０，４６０ 

                       

     ９０，６８８ 

     ７１，５８８ 

     １９，１００ 

       （１０，２５６） 

                       

                       

合         計  ４７７，４５９ 合         計  ４７７，４５９ 

 (注) 有形固定資産の減価償却累計額 329,514百万円 

 

 

４. 企業債及び一時借入金の現在高 

 

(1) 企業債の現在高  （平成25年３月31日現在） 

 

平成24年度上半期末企業債債額 起       債       額 償       還       額 現       在       高 

                 百万円 
       

２２２，１９６ 

                    百万円 

   

２，５３０ 

  

                    百万円 
       

５，４０５ 

                    百万円 
          

２１９，３２１ 

  

(2) 一時借入金の現在高（平成25年３月31日現在）                           な  し
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５. 業 務 の 状 況 
 

(1) 給水の状況 

 

差                    引 
  区            分 当       期 前 年 同 期 

増   △   減 比    率 

 

給 水 量                     

１ 日 平 均                   

給 水 世 帯 数 

     216,968,600㎥ 

       1,192,135㎥ 

       1,514,742世帯  

     219,533,000㎥ 

       1,199,634㎥ 

       1,507,109世帯  

   △ 2,564,400㎥ 

    △     7,499㎥ 

          7,633世帯 

              ％ 
   △     1.2 

    △     0.6 

          0.5 

 

 (注) 1.給水世帯数は、各期末現在である。 

   2.給水量には市外給水（豊中市、吹田市、寝屋川市、大東市及び東大阪市）分を含む。 

    

 
  (2) 建設改良工事の概況 
 

  建設改良工事の主なものは、次のとおりです。 

 

種                    別 金        額 備                 考  

                                 
 改 良 工 事                           

   浄 送 水 設 備                        

   配 水 設 備                        

   そ の 他 設 備         

                百万円   
                       

        ６，７７３ 

        ４，３５９ 

          ３６４ 

                                                 
                                                 

 庭窪浄水場設備改良等 

 配水管布設、配水幹線改良等 

 その他設備改良 

 

 (注) 金額は、消費税及び地方消費税を含む。 
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１. 概     況 
 

 平成24年度下半期における経営収支は、収益が8億3,400万円、費用が6億8,200万円となり、差引 

1億5,200万円の剰余となりました。 

  建設改良工事については、浄水施設の整備、配水管の布設等を実施しました。 

 

 

２. 損 益 計 算 書 の 要 旨                              
 
 
                                     自  平成24年10月１日 
                                     至  平成25年３月31日 
 

費            用 収            益 

科     目 金     額 科     目 金     額 

                           

営 業 費 用            

  浄 水 送 水 費                    

  配 水 費                    

 そ の 他                    

   

営 業 外 費 用                        

 

 

当 期 純 利 益                      

 

百万円 

              ６０４ 

             ２４９ 

              ６６ 

             ２８９ 

       

           ７８      

                          

                   

         １５２ 

                           

営 業 収 益            

  給 水 収 益                    

  受 託 工 事 収 益                    

   

                           

営 業 外 収 益                      

   

                           

百万円 

              ７８７ 

              ７６９ 

               １８ 

                   

                           

               ４７ 

                           

                 

             

合        計      ８３４ 合        計               ８３４ 

 

当 期 純 利 益                                 152百万円 

前 期 繰 越 欠 損 金                              1,187百万円 

当 年 度 未 処 理 欠 損 金                              1,035百万円 

 

 Ⅳ 工業用水道事業 
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３. 貸 借 対 照 表 の 要 旨                              
 

                                   （平成25年３月31日現在）  

借            方 貸            方 

科     目 金     額 科     目 金     額 

                           

固 定 資 産            

 有 形 固 定 資 産                    

    土 地                  

    建 物                  

    構 築 物                  

    機 械 及 び 装 置                  

    そ の 他                  

   建 設 仮 勘 定                  

   

流 動 資 産                      

  現 金 ・ 預 金                    

  未 収 金                    

  そ の 他                    

百万円 

         １５，２２２ 

         １５，２２２ 

          ３，３３６ 

             ６２ 

          ９，２１５ 

          ２，３６６ 

             １３ 

            ２３０ 

               

          ５，６３３ 

          ５，３３５ 

            １０３ 

            １９５ 

                           

流 動 負 債           

 未 払 金                    

  前 受 金                    

  そ の 他                    

 

資 本 金                      

  自 己 資 本 金                    

  借 入 資 本 金                    

 

剰 余 金                      

  資 本 剰 余 金                    

  欠 損 金                    

    （うち当年度純利益） 

                        

百万円 

          １，１００ 

            ６０３ 

            １２６ 

            ３７１ 

 

          ９，７０２ 

          ８，０４０ 

          １，６６２ 

 

         １０，０５３ 

         １１，０８８ 

 △    １，０３５ 

       （     ２７０ ）    

                      

                 

 

合         計 ２０，８５５ 合         計 ２０，８５５ 

 

 (注) 有形固定資産の減価償却累計額  16,220百万円 

 

 

４. 企業債及び一時借入金の現在高 

 

(1) 企業債の現在高(平成25年３月31日現在)                      

平成24年度上半期末企業債債額 起       債       額 償       還       額 現       在       高  

                 百万円 
       

 １，７９３ 

                    百万円 

  
         

                    百万円 
             

１３１ 

                    百万円 
          

１，６６２ 

 

 

(2) 一時借入金の現在高(平成25年３月31日現在)                              な  し 
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５. 業 務 の 状 況 

(1) 給水の状況 

差                    引 
  区            分 当       期 前 年 同 期 

増   △   減 比    率 

 

給 水 量                     

１ 日 平 均                   

給 水 社 数                     

給 水 工 場 数                     

    12,120,210㎥ 

          66,595㎥ 

            306社   

             368工場 

      11,910,980㎥ 

          65,087㎥ 

            305社   

             368工場 

      209,230㎥ 

        1,508㎥ 

   △       1社 

            0工場 

             ％ 
         1.8 

          2.3 

    △    0.3 

            

 

 (注) 給水社数及び給水工場数は、各期末現在である。 

 

 

(2) 建設改良工事の概況 

  建設改良工事の主なものは、次のとおりです。 

種                    別 金        額 備                 考 
 

                                 
改 良 工 事 

  浄 送 水 設 備 

  配 水 設 備 

  そ の 他 設 備 

                百万円   
                       

            ４６４ 

             ９８ 

              ５ 

                                                 
                                                 

 東淀川浄水場設備改良等 

配水管布設等 

機械器具 

 

 (注) 金額は、消費税及び地方消費税を含む。 
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１．概          況 

平成24年度下半期における経営収支は、収益が225億6,100万円、費用が216億3,200万円とな

り、差引 9億2,900万円の剰余となりました。 

建設改良工事については、総合医療センターをはじめ各市民病院の診療機能の高度化と効率

化を図るため、各種医療機器の購入及び諸施設の整備を行いました。 

 

 

２．損 益 計 算 書 の 要 旨 

 
自 平成24年10月１日 

至 平成25年３月31日 
 

費            用 収            益 

科        目 金         額 科       目 金       額 

 

 医 業 費 用 

  給 与 費 

  材 料 費 

  そ の 他 

 

 

 医 業 外 費 用 

 

 

 経 常 利 益 

 

 

 

 当 期 純 利 益 

 

              百万円 

        20,231 

       9,969 

      4,529 

      5,733 

 

 

1,401 

 

 

(884) 

 

 

 

929 

 

 医 業 収 益 

  入 院 収 益 

  外 来 収 益 

  一 般 会 計 負 担 金 

そ の 他 医 業 収 益 

 

 医 業 外 収 益 

  うち一般会計補助金 

 

 

 

 特 別 利 益 

 

 

 

         百万円 

         17,793 

         12,629 

          4,312 

            609 

       243 

 

          4,723 

          4,439 

 

 

 

        45 

 

 

 

合     計          22,561 合      計         22,561 

当 期 純 利 益           929百万円 

前 期 繰 越 欠 損 金         21,837百万円 

当年度未処理欠損金         20,908百万円 

 

 Ⅴ 市民病院事業 
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３．貸 借 対 照 表 の 要 旨 

 （平成25年３月31日現在） 
 

借            方 貸            方 

科         目 金       額 科         目 金       額 

 

 固 定 資 産 

  有 形 固 定 資 産 

   土 地 

   建 物 

   工具、器具及び備品 

   そ の 他 

   建 設 仮 勘 定 

  無 形 固 定 資 産 

  

 流 動 資 産 

  現 金 ・ 預 金 

  未 収 金 

  貯 蔵 品 

  そ の 他 

 

 繰 延 勘 定 

        百万円 

        77,616 

         75,680 

          7,866 

         61,041 

          6,094 

            415 

           264 

          1,936 

 

         10,610 

          4,001 

          6,219 

            384 

              6 

 

              1 

 

 固 定 負 債 

 

 流 動 負 債 

  未 払 金 

  預 り 金 

 

 資 本 金 

  自 己 資 本 金 

  借 入 資 本 金 

 

 剰 余 金 

  資 本 剰 余 金 

  欠 損 金 

  （うち当年度純利益） 

        百万円 

          3,797 

 

        6,171 

         5,467 

           704 

 

     67,548 

         13,862 

        53,686 

     

        10,711 

        31,619 

 △      20,908 

        (2,540) 

   合     計         88,227    合     計         88,227 
 
    （注）有形固定資産の減価償却累計額  53,198百万円 

 

 

 ４．企業債及び一時借入金の現在高 

 

(1) 企業債の現在高（平成25年３月31日現在）   
 

平成24年度上半期末企業債債額 起  債  額 償  還  額 現  在  高 

百万円 
 
48,944 

       百万円 
 

3,566 

       百万円 
      

2,148 

       百万円 
       

50,362 

 

(2) 一時借入金の現在高（平成25年３月31日現在）                  な   し 
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  ５．業 務 の 状 況  

 

(1) 患 者 数 
 

差       引  
区      分 

 
当       期 

 
前 年 同 期 

増 △ 減 比      率 

病    床    数   1,461床   1,502床   △41床   △ 2.7％ 

１日平均入院患者数  1,102.6人  1,124.0人  △21.4人 △ 1.9 

１日平均外来患者数  2,747.3人  2,951.9人 △204.6人 △ 6.9 
 

 （注）病床数は、各期末現在である。 

 

(2) 建設改良工事の概況 

     建設改良工事の主なものは、次のとおりです。 
 

種       別 金        額 備           考 

         百万円  

建 物 内 部 改 修        473 電話交換機改修工事等 

医 療 ・ 検 査 用 備 品        681 血管撮影装置購入等 

そ の 他 備 品      25 高圧蒸気滅菌装置購入等 

   (注)金額は、消費税及び地方消費税を含む。 
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